
 

 

 

 

平成２３年８月２４日 

内閣府（防災担当） 

 

 
「平成二十三年七月二十四日から八月一日までの間の豪雨による災害について

の激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令」について 
 

 

平成２３年７月２４日から８月１日にかけての豪雨により、新潟県や福島県を始め全

国各地に甚大な被害がもたらされました。 

このため、「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」に基づき、

当該災害を「激甚災害」（全国を対象とする本激）として指定し、併せて当該災害に適

用すべき措置を指定する政令を、８月１９日の閣議において、以下のとおり決定しまし

た。 

 

 

Ⅰ 激甚災害（本激）の指定 

 

「本激」は、全国規模の激甚な災害を対象とするもので、本豪雨による全ての被災

地を対象区域として、都道府県事業と市町村事業について公共土木施設や農地等の災

害復旧事業への国庫補助のかさ上げ措置が講じられます。 

 

１ 公共土木施設等の災害復旧事業 

 

全国の復旧事業費の査定見込額 ７４１億円 ＞ ６０１億円以上 [本激Ｂ基準の前段] 

    ※ 新潟県の査定見込額  ５５５億円 ＞ ５３１億円（同県の標準税収入（２，１２５億円）の２５％） 

[本激Ｂ基準の後段①] 

 

＜指定基準＞   

（１）本激Ａ基準 全国の査定見込総額１,５０３億円以上（全国の都道府県と市町村の標準税収入の合計×０．５％） 

（２）本激Ｂ基準 全国の査定見込総額６０１億円以上（全国の都道府県と市町村の標準税収入の合計×０．２％） 

  かつ 

①ある都道府県が負担する復旧事業費の査定見込額が、当該都道府県の標準税収入の２５％を超える  

又は、 

②ある都道府県内の市町村が負担する復旧事業費の査定見込額合計が、当該都道府県内の市町村の 

標準税収入合計額の５％を超える  

 



 

 

 

２ 農地等の災害復旧事業費 

 

全国の復旧事業費の査定見込額 １１４億円 ＞ ４４億円以上 [本激Ｂ基準の前段] 

    ※ 新潟県の査定見込額 ９１．２億円 ＞ ４０．３億円（同県の農業所得推定額（１，００８億円）の４％） 

[本激Ｂ基準の後段①] 

     ※ 新潟県の査定見込額 ９１．２億円 ＞ １０億円 [本激Ｂ基準の後段②] 

     ※ 福島県の査定見込額 ２１．７億円 ＞ １０億円 [本激Ｂ基準の後段②] 

 

＜指定基準＞   

（１）本激Ａ基準 全国の査定見込総額１４８億円以上（全国農業所得推定額×０．５％） 

（２）本激Ｂ基準 全国の査定見込総額４４億円以上（全国農業所得推定額×０．１５％） 

かつ、 

①ある都道府県内の復旧事業費の査定見込額が、当該都道府県の農業所得推定額の４％を超える 

又は、 

②ある都道府県内の復旧事業費の査定見込額が１０億円を超える 

 
 
 
Ⅱ 適用すべき措置 

 

（１）公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助（法第２章） 

公共土木施設、社会福祉施設、公立学校施設等の災害復旧事業等について、公共

土木施設災害復旧事業費国庫負担法（以下「負担法」という。）等に基づく通常の

国庫補助のかさ上げを行います（公共土木施設の過去５ヶ年間の補助率かさ上げ実

績 69％→82％）。 

 

（２）農地等の災害復旧事業等に係る補助の特別措置（法第５条） 

農地、農道や水路などの農業用施設及び林道の災害復旧事業等について、農林水

産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律（以下「暫定法」という。）

等に基づく通常の国庫補助のかさ上げを行います（農地の過去５ヶ年間の補助率か

さ上げ実績 83％→92％）。 

 

（３）公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助（法第１６条） 

   公立社会教育施設（公民館、体育館等）に係る災害復旧事業費について、その３

分の２を補助します。 

 

（４）市町村が施行する感染症予防事業に関する負担の特例（法第１９条） 

市町村が行う感染症予防事業（消毒等）に要する費用の支弁について、都道府県

が全額を負担し、国がその２/３を負担します。（都道府県１/３  国２/３） 

 

 



 

 

 

（５）小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等（法第２４条） 

公共土木施設、公立学校施設、農地、農業用施設及び林道に係る災害復旧事業に

ついて、負担法、暫定法等の適用を受けない小災害の復旧事業費に充てるため発行

が許可された地方債に係る元利償還金を基準財政需要額に算入します。 

 

 

Ⅲ 日程 

・ ８月１９日（金） 閣 議 

・ ８月２４日（水） 公 布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

平成２３年９月９日 

内閣府（防災担当） 

 
 

「平成二十三年七月二十四日から八月一日までの間の豪雨による災害について

の激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令の一部を改正す 
る政令」について 

 
 

平成２３年８月２４日に公布した平成２３年７月新潟・福島豪雨などに係る激甚災害

指定政令について、９月６日、その一部を改正する政令が閣議決定されました。 

この改正は、上記の激甚災害に対する「適用すべき措置」として、中小企業信用保険

法に基づく災害関係保証の特例等を追加指定するものです。 

 

 

Ⅰ 政令改正の概要 

 

本改正は、福島県南会津郡只見町及び大沼郡金山町の区域における中小企業被害額が、

激甚災害指定基準（局激）に達することが確定したため、当該区域を対象として、中小

企業信用保険法による災害関係保証の特例措置及び小規模企業者等設備導入資金助成

法による貸付金の償還期間等の特例措置を適用すべき措置に追加するものです。 

 

 

市 町 村 中小企業関係被害額
基準額（中小企業所

得推定額×10％） 
倍 率 

福島県南会津郡只見町 ５.４億円 ５.２億円 １.０４倍

福島県大沼郡金山町 ４.７億円 １.３億円 ３.６２倍

  

【局激指定基準】 

 

市町村内の中小企業関係被害額 ＞   当該市町村の   ×10％ 

（１千万円以上）       中小企業所得推定額 

 

（ただし、これに該当する市町村ごとの当該被害額を合算した額が概ね５千万円未満 

である場合を除く。） 

 

 



 

 

 

Ⅱ 適用すべき措置の概要 

 

１．中小企業信用保険法による災害関係保証の特例（激甚災害法第 12 条） 

被災中小企業者が、通常の枠（普通保証２億円、無担保保証８千万円等）に加

えて、さらに別枠で、普通保証２億円、無担保保証８千万円等の保証の利用が可

能となるようにするなど、保証制度を拡充します。 

 

２．小規模企業者等設備導入資金助成法による貸付金の償還期間等の特例      

（激甚災害法第 13 条） 

小規模企業者等設備導入資金助成法に基づく設備導入資金の既往貸付金に係る

償還期間が２年を超えない範囲で延長できることになります。 

 

 

Ⅲ 日程 

   ９月６日（火） 閣 議 

９月９日（金） 公 布 
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平成２４年３月７日 

内閣府（防災担当） 

 

「東日本大震災についての激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定

に関する政令等の一部を改正する政令」について 
 

東日本大震災、新潟・福島豪雨による災害、台風第１２号による災害は、激甚災害に指

定されていますが、激甚災害の特例措置のうち中小企業信用保険法の措置と雇用保険法

の措置について、それらの適用期間を延長するため、政令の一部改正が３月２日に閣議

決定され、本日公布・施行されました。 

 

１ 政令の概要 

激甚災害法による特例措置の適用期限について、次のとおり改正する。 

（１） 東日本大震災 

・中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 

平成 24 月 3 月 31 日 → 平成 25 年 3 月 31 日 

 

・雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例 

平成 24 年 3 月 10 日 → 平成 24 年 9 月 30 日 

 

（２） 新潟・福島豪雨（平成 23 年 7月 24 日から 8月 1日までの間の豪雨）による災害 

・中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 

            平成 24 年 3 月 8 日  → 平成 24 年 9 月 30 日 

 

（３） 台風第 12 号（平成 23 年 8 月 29 日から 9 月 7 日までの間の暴風雨及び豪雨）による災害 

・中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 

平成 24 年 3 月 25 日 → 平成 24 年 9 月 30 日 

 

２ 延長する特例措置の概要 

（１）中小企業信用保険法による災害関係保証の特例（激甚災害法第１２条） 

被災地域内に事業所を有し、かつ激甚災害の被害を受け、事業の再建を図る

中小企業者等に対し、中小企業信用保険の保険限度額の別枠化、てん補率の引



き上げ及び保険料率の引き下げを行う。 

 

（２）雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例（激甚災害法第２５条） 

     激甚災害により休業を余儀なくされた事業所に雇用されている労働者に対し

て、失業しているものとみなして雇用保険の基本手当を支給する。 

 

３ スケジュール 

平成２４年３月２日（金）  閣  議  決  定 

平成２４年３月７日（水）  公 布 ・ 施 行 
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て
指
定
し
、
当
該
激
甚
災
害
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
を
同
表
の
下
欄
に

掲
げ
る
と
お
り
指
定
す
る
。

激

甚

災

害

適

用

す

べ

き

措

置

平
成
二
十
三
年
七
月
二
十
四
日
か
ら
八
月
一
日
ま
で
の
間

法
第
三
条
か
ら
第
五
条
ま
で
、
第
十
六
条
、
第
十
九
条
及

の
豪
雨
に
よ
る
災
害

び
第
二
十
四
条
に
規
定
す
る
措
置
並
び
に
福
島
県
南
会
津

郡
只
見
町
及
び
大
沼
郡
金
山
町
の
区
域
に
係
る
激
甚
災
害



に
あ
っ
て
は
、
法
第
十
二
条
及
び
第
十
三
条
に
規
定
す
る

措
置

（
災
害
関
係
保
証
に
係
る
期
限
の
特
例
）

第
二
条

前
条
の
激
甚
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
十
二
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、
激
甚
災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
特
別

じ
ん

の
財
政
援
助
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
四
百
三
号
）
第
二
十
四
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
平
成

二
十
四
年
九
月
三
十
日
と
す
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
二
三
年
九
月
九
日
政
令
第
二
八
四
号
）

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附

則
（
平
成
二
四
年
三
月
七
日
政
令
第
四
一
号
）

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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